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１. 23年３月期の連結業績（平成22年４月１日～平成23年３月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年３月期 474 △22.8 △9 ― △27 ― △86 ―

22年３月期 614 △53.7 △130 ― △127 ― △95 ―

(注) 包括利益 23年3月期 △62百万円(―％) 22年3月期 △78百万円(―％)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年３月期 △6 96 ― △7.5 △1.2 △1.9

22年３月期 △7 74 ― △7.8 △5.3 △21.2

(参考) 持分法投資損益 23年３月期 ―百万円 22年３月期 ―百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期 2,183 1,111 50.9 89 94

22年３月期 2,328 1,173 50.4 94 96

(参考) 自己資本 23年３月期 1,111百万円 22年３月期 1,173百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年３月期 70 3 △55 136

22年３月期 △80 73 △55 117

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年３月期 ― 0.00 ― 0 00 0 00 ― ― ―

22年３月期 ― 0.00 ― 0 00 0 00 ― ― ―

24年３月期(予想) ― 0.00 ― 0 00 0 00 ―

３．平成24年３月期の連結業績予想（平成23年４月１日～平成24年３月31日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 228 △4.9 △12 ― △19 ― △17 ― △1 38

通 期 465 △1.9 △13 ― △27 ― △25 ― △2 02



  

 

 

 
  

 

 
  

 
  
（２）個別財政状態 

 

 
  

 

 
  

・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。 

  

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的
であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が
あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付
資料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

４．その他
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年３月期 12,911,000株 22年３月期 12,911,000株

② 期末自己株式数 23年３月期 554,708株 22年３月期 552,740株

③ 期中平均株式数 23年３月期 12,357,276株 22年３月期 12,358,583株

(参考) 個別業績の概要
１．平成23年３月期の個別業績（平成22年４月１日～平成23年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年３月期 474 △22.8 △5 ― △74 ― △86 ―

22年３月期 614 △53.7 △115 ― △175 ― △120 ―

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

23年３月期 △7 04 ―

22年３月期 △9 75 ―

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期 2,182 1,124 51.5 91 04

22年３月期 2,328 1,188 51.0 96 13

(参考) 自己資本 23年３月期 1,124百万円 22年３月期 1,188百万円

２．平成24年３月期の個別業績予想（平成23年４月１日～平成24年３月31日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 228 △4.9 △21 ― △20 ― △1 62

通 期 465 △1.9 △32 ― △29 ― △2 35

※ 監査手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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当連結会計年度におけるわが国経済は、経済の改善や緊急経済対策の効果により自律回復に向けた基

盤が整い、企業収益の改善期待が高まりました。しかしながら長期化する円高、デフレ、厳しい雇用情

勢などに加え、３月に東北・東日本一帯を襲いました大地震・巨大津波により壊滅的な被害を受け、国

を挙げての復興が最優先政策として取り組まれております。 

震災に遭われた地域の方々には心よりお見舞い申しあげます。 

先行きにつきましては、震災や原発問題の影響による景気の後退が予想されており、当面は弱含みの

動きが続くと考えられますが、被災地の復興が少しでも早く進展し、海外経済の改善や各種政策効果を

背景に、企業収益の回復が待たれるところであります。  

繊維景況は、衣料品では百貨店・チェーンストアの売上高が前年水準を上回る状況となっておりま

す。しかしながら、自動車関連需要に牽引された資材用は、補助金終了による反動や決算期末流通在庫

圧縮により減少に転じ、更に震災による部品の供給難から自動車メーカーの一時操業停止など厳しい状

況となっております。 

当社の産業資材分野では、主力商品であるアラミド繊維（高機能難燃繊維）は、自動車関連資材向け

中心に回復が進み、高強力繊維についても在庫調整が進展し、アラミド繊維全体の売上高は、前連結会

計年度に比べ１億３百万円増加し、２億61百万円と順調に推移いたしました。 

一方、一般衣料紡績糸やインテリア用については、海外からの高水準な製品輸入の定着に加え、国内

需要の低迷により減少傾向を辿りましたが、この間、インテリア用新規複合開発商品や新規防護衣料向

け紡績糸の採用などもありました。また、平成23年３月には仮撚工場跡に移設した原着糸紡績設備の本

格操業が始まりましたが、受注商品の選別強化、生産体制の見直しを行ったことにより、売上高は、前

年連結会計年度に比べ96百万円減少し、２億12百万円となりました。 

このような状況の中、当社グループ(当社及び連結子会社)の業績は、生産体制の見直しに加え、仮撚

事業の閉鎖も相俟って、売上高は４億74百万円と前連結会計年度に比べ１億39百万円（前連結会計年度

比22.8％減）減収しました。また、生産設備の移設等のコストが10百万円発生したこともあり、営業損

失は９百万円（前連結会計年度は１億30百万円の営業損失）、経常損失は27百万円（前連結会見年度は

１億27百万円の経常損失）となりました。特別損益面では、能登工場の紡績機械及び松任工場の仮撚機

械の売却に伴う固定資産売却益13百万円、鳥越工場及び能登工場の建物解体に伴う固定資産処分損１億

15百万円、能登工場解体による当該固定資産圧縮積立金の取崩に係る繰延税金負債の取崩し等による法

人税等調整額△44百万円を計上した結果、当期純損失は86百万円（前連結会計年度は95百万円の当期純

損失）となりました。 

  

（次期の見通し） 

次期の見通しにつきましては、東日本大震災の影響により自動車関連資材向けの受注が減少するな

ど、厳しい受注環境となる見通しでありますが、高付加価値糸の開発、更なる諸経費削減に取り組み、

収益改善に努める所存であります。次期（平成24年３月期）は、連結売上高４億65百万円、連結営業損

失13百万円、連結経常損失27百万円、当期純損失25百万円を見込んでおります。 

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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①資産、負債及び純資産の状況  

（イ）資産  

流動資産は、前連結会計年度末に比べ５百万円減少し、２億13百万円となりました。この減少の

主な要因は、現金及び預金が18百万円、原材料及び貯蔵品が６百万円、仕掛品が６百万円それぞれ

増加しましたが、受取手形及び売掛金が29百万円、未収入金が３百万円それぞれ減少したこと等に

よるものであります。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べ１億40百万円減少し、19億69百万円となりました。この減

少の主な要因は、保有株式の時価が上昇したことにより投資有価証券が31百万円増加しましたが、

鳥越工場及び能登工場の建物解体（建物及び構築物が１億９百万円減少）と減価償却費の計上等に

より有形固定資産が１億70百万円減少したこと等によるものであります。 

 この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べ１億45百万円減少し、21億83百万円となりまし

た。 

（ロ）負債 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ８百万円増加し、６億66百万円となりました。この増加の

主な要因は、支払手形及び買掛金が６百万円増加したこと等によるものであります。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べ92百万円減少し、４億５百万円となりました。この減少の

主な要因は、約定返済により長期借入金が54百万円、能登工場解体等により繰延税金負債が37百万

円それぞれ減少したこと等によるものであります。 

 この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べ83百万円減少し、10億71百万円となりました。

（ハ）純資産 

純資産は、当期純損失を86百万円計上したこと等により、前連結会計年度末に比べ62百万円減少

し、11億11百万円となりました。 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に比べ

18百万円増加し、１億36百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況

とそれらの要因は以下のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、70百万円（前連結会計年度は80百万円の減

少）となりました。この増加の主な要因は、売上債権の減少29百万円、仕入債務の増加６百万円等に

よるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動による資金の増加は、３百万円（前連結会計年度は73百万円の増

加）となりました。この増加の主な要因は、鳥越工場の解体による有形固定資産の除却による支出６

百万円と有形固定資産の取得による支出３百万円がありましたが、能登工場及び仮撚工場の機械設備

売却による有形固定資産の売却による収入が13百万円あったことによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、55百万円（前連結会計年度は55百万円の減

少）となりました。この減少の主な要因は、長期借入金の返済による支出が54百万円あったこと等に

よるものであります。 

（２）財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
（注）１ 自己資本比率：自己資本／総資産 

     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

     キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

     インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

 ２ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 ３ 株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

 ４ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

 ５ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象としてい

ます。 

  

当社では、安定した配当の維持を基本とし、将来の事業展開に備え内部留保の充実を図りつつ、業績

及び今後の見通しなどを総合的に勘案し、配当を行うことを基本方針としております。 

全社・全グループ会社一丸となって業績の早期回復と向上に取り組んでおりますが、当期配当金につ

きましては、当期業績並びに今後の見通しなどを勘案した結果、誠に遺憾ながら見送らさせていただき

ます。 

  

当社グループは、改善の兆しがあるものの、継続して経常赤字の計上を余儀なくされ、黒字転換が喫

緊の最重要課題であると認識している中で、経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があ

るリスクには、以下のものがあります。 

 (1)繊維市況の低迷、国内マーケットの縮小に伴い、販売先からの受注量が発注する会社の判断により

漸減する可能性があります。 

 (2)商品開発は、他社との競争に勝つため不可欠な活動でありますが、市場の評価を仰ぐものであるた

め、タイムリーかつ正確な判断はできません。 

 (3)当社グループは、継続的に営業損失を計上し、当連結会計年度においても、９百万円の営業損失を

計上しております。こうした状況から当社グループには、継続企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。  

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において判断したものであります。  

  

平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率 56.3 53.5 50.2 50.4 50.9

時価ベースの自己資本比率 18.9 13.7 8.4 17.0 17.0

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

― ― 15.58 ― 9.10

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

― ― 2.2 ― 3.6

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク
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当社グループは継続的に営業損失を計上し、当連結会計年度においては、生産体制の見直しに伴う設

備移設費10百万円を計上したこともあり、９百万円の営業損失を計上しております。こうした状況か

ら、当社グループには継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

 当社グループは、当該状況を解消すべく、平成23年３月から原着紡績設備を本格稼働させ、高付加価

値糸へのシフト化に取り組むとともに、既存商品の受注単価の見直し、高機能繊維の開発、徹底したコ

スト削減に注力し、業績回復に努めております。 

しかしながら、これらの対応策は実施途上であり、現時点では継続企業に関する重要な不確実性が認

められます。 

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な影響を連結財務諸

表には反映しておりません。 

  

  

事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 

（５）継続企業の前提に関する重要事象等

２．企業集団の状況
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当社グループは、市場環境の激変と競争激化の中、グループ企業一体となって経営の効率化と収益性

向上を目標とする経営活動を推進しております。具体的には、真の顧客ニーズを理解したタイムリーな

事業活動を実践し、将来に向け新分野、新事業へ積極的に展開して参ります。 

  

当社グループは、経常利益を黒字化させ恒常的な利益体質の確立を目標とし、収益改善の諸施策に取

り組んで参ります。  

  

繊維業界とりわけポリエステル市況は、中国・東南アジアの安価な製品に押され長期の低迷状態にお

かれております。 

 当社といたしましては、アラミド繊維を中心とする高付加価値糸の開発・販売拡大が喫緊の課題であ

ります。特に産業資材分野に対する生産・販売を原糸メーカーと共に強固に取り組み、高品位・高機能

製品の供給を一層加速させて参ります。高度な紡績技術をもっての新商品開発及び販売先の開拓・業務

拡大が収益改善に結びつくものと確信しております。当社グループを挙げて収益改善の諸施策を推し進

め、企業価値を高めるため邁進いたします。 

   

当社グループが早急に取組む課題としては、更なる生産の効率化・合理化を遂行し、収益改善を図る

ことであります。その具体策として、下記の２点を最重要課題として取り組みます。 

①より効率的な生産方式の構築 

小ロット生産体制及び原着糸生産体制を構築し、更なる省力化・高付加価値化を実施いたします。

②高機能糸の開発 

技術力と生産管理能力の高さを誇る当社は、海外糸にシフトを強める定番品にその活路は無く、高

強力糸の開発・生産が生き残りの基本であります。高機能・難燃糸に新機能を加え、特殊用途向けの

開発を原糸メーカーとともにすすめます。 

  

 該当事項はありません。 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題

（５）その他、会社の経営上重要な事項
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 117,723 136,343

受取手形及び売掛金 80,480 50,740

製品 1,423 3,597

原材料及び貯蔵品 3,257 9,287

仕掛品 2,470 8,858

その他 13,036 4,394

流動資産合計 218,392 213,223

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,793,637 1,122,018

減価償却累計額 △1,001,537 △470,012

建物及び構築物（純額） 792,100 652,005

機械装置及び運搬具 2,530,981 1,455,459

減価償却累計額 △2,382,088 △1,335,325

機械装置及び運搬具（純額） 148,892 120,133

土地 858,457 858,457

リース資産 1,841 1,841

減価償却累計額 △245 △613

リース資産（純額） 1,595 1,227

その他 92,517 45,618

減価償却累計額 △89,204 △43,259

その他（純額） 3,312 2,359

有形固定資産合計 1,804,358 1,634,183

無形固定資産

リース資産 1,784 1,372

ソフトウエア 1,693 1,132

施設利用権 807 807

無形固定資産合計 4,285 3,313

投資その他の資産

投資有価証券 288,524 319,945

その他 13,001 12,430

投資その他の資産合計 301,526 332,375

固定資産合計 2,110,170 1,969,872

資産合計 2,328,562 2,183,096
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 25,914 31,987

短期借入金 597,540 597,540

リース債務 819 819

未払法人税等 1,223 1,119

賞与引当金 2,196 4,010

その他 29,831 31,000

流動負債合計 657,525 666,476

固定負債

長期借入金 95,116 40,576

リース債務 2,730 1,911

繰延税金負債 96,922 59,744

再評価に係る繰延税金負債 287,194 287,194

退職給付引当金 5,150 5,450

役員退職慰労引当金 10,439 10,439

固定負債合計 497,551 405,315

負債合計 1,155,077 1,071,791

純資産の部

株主資本

資本金 714,000 714,000

資本剰余金 1,257 1,257

利益剰余金 116,125 30,114

自己株式 △57,231 △57,289

株主資本合計 774,151 688,082

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △12,591 11,297

土地再評価差額金 411,924 411,924

その他の包括利益累計額合計 399,333 423,222

純資産合計 1,173,485 1,111,304

負債純資産合計 2,328,562 2,183,096
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

 連結損益計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 614,076 474,353

売上原価 605,827 362,561

売上総利益 8,248 111,792

販売費及び一般管理費

運送費及び保管費 16,936 13,735

役員報酬 18,869 12,920

給料及び手当 53,344 37,360

賞与引当金繰入額 692 1,177

退職給付引当金繰入額 200 180

その他 48,869 55,468

販売費及び一般管理費合計 138,913 120,843

営業損失（△） △130,664 △9,051

営業外収益

受取利息 70 49

受取配当金 4,656 4,197

助成金収入 27,473 3,042

不動産賃貸料 4,482 3,302

その他 5,755 4,308

営業外収益合計 42,437 14,899

営業外費用

支払利息 20,298 19,245

減価償却費 1,669 4,901

支払補償費 9,415 858

その他 8,379 8,361

営業外費用合計 39,764 33,368

経常損失（△） △127,991 △27,519

特別利益

役員退職慰労引当金戻入額 249 －

投資有価証券売却益 49,591 －

固定資産売却益 － 13,300

特別利益合計 49,841 13,300

特別損失

固定資産処分損 － 115,991

特別退職金 22,707 －

特別損失合計 22,707 115,991

税金等調整前当期純損失（△） △100,857 △130,211

法人税、住民税及び事業税 508 508

法人税等調整額 △5,651 △44,708

法人税等合計 △5,142 △44,200

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △86,010

当期純損失（△） △95,714 △86,010
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 連結包括利益計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △86,010

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － 23,888

その他の包括利益合計 － 23,888

包括利益 － △62,122

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △62,122

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 714,000 714,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 714,000 714,000

資本剰余金

前期末残高 1,257 1,257

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,257 1,257

利益剰余金

前期末残高 211,839 116,125

当期変動額

当期純損失（△） △95,714 △86,010

当期変動額合計 △95,714 △86,010

当期末残高 116,125 30,114

自己株式

前期末残高 △57,208 △57,231

当期変動額

自己株式の取得 △22 △58

当期変動額合計 △22 △58

当期末残高 △57,231 △57,289

株主資本合計

前期末残高 869,888 774,151

当期変動額

当期純損失（△） △95,714 △86,010

自己株式の取得 △22 △58

当期変動額合計 △95,737 △86,069

当期末残高 774,151 688,082
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △29,983 △12,591

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

17,392 23,888

当期変動額合計 17,392 23,888

当期末残高 △12,591 11,297

土地再評価差額金

前期末残高 411,924 411,924

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ －

当期変動額合計 － －

当期末残高 411,924 411,924

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 381,940 399,333

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

17,392 23,888

当期変動額合計 17,392 23,888

当期末残高 399,333 423,222

純資産合計

前期末残高 1,251,829 1,173,485

当期変動額

当期純損失（△） △95,714 △86,010

自己株式の取得 △22 △58

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

17,392 23,888

当期変動額合計 △78,344 △62,180

当期末残高 1,173,485 1,111,304
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △100,857 △130,211

減価償却費 72,263 68,649

賞与引当金の増減額（△は減少） △11,120 1,814

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,120 300

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △249 －

受取利息及び受取配当金 △4,726 △4,246

支払利息 20,298 19,245

固定資産処分損益（△は益） － 115,991

固定資産売却損益（△は益） － △13,300

投資有価証券売却損益（△は益） △49,591 －

売上債権の増減額（△は増加） △13,468 29,740

たな卸資産の増減額（△は増加） 46,350 △14,593

未収入金の増減額（△は増加） △6,952 7,046

仕入債務の増減額（△は減少） △463 6,072

その他 △12,978 △852

小計 △64,617 85,656

利息及び配当金の受取額 4,726 4,246

利息の支払額 △20,250 △19,279

法人税等の支払額 △508 △508

営業活動によるキャッシュ・フロー △80,649 70,115

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入 75,661 －

有形固定資産の取得による支出 △2,236 △3,077

有形固定資産の除却による支出 － △6,300

有形固定資産の売却による収入 － 13,300

敷金及び保証金の差入による支出 △102 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 73,322 3,922

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △54,540 △54,540

自己株式の取得による支出 △22 △58

リース債務の返済による支出 △546 △819

財務活動によるキャッシュ・フロー △55,108 △55,417

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △62,435 18,620

現金及び現金同等物の期首残高 180,159 117,723

現金及び現金同等物の期末残高 117,723 136,343
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（５）継続企業の前提に関する注記

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当社グループは継続的に営業損失を計上し、当

連結会計年度においても130,664千円の営業損失

を計上しております。また、営業活動によるキャ

ッシュ・フローも80,649千円のマイナスとなって

おります。こうした状況から当社グループには継

続企業の前提に関する重要な疑義が存在しており

ます。

当社グループは、当該状況を解消するため、平

成22年１月に希望退職者の募集を実施するととも

に、不採算品種の選別受注に取り組み、効率的な

生産体制の構築を図っております。更に、受注単

価の見直しと高機能繊維の開発に注力し、業績回

復を図ってまいります。

しかしながら、これらの対応策は実施途上であ

り、現時点では継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められます。

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作

成されており、上記のような重要な不確実性の影

響を連結財務諸表には反映しておりません。

当社グループは継続的に営業損失を計上し、当

連結会計年度においては、生産体制の見直しに伴

う設備移設費を10,145千円計上したこともあり、

9,051千円の営業損失を計上しております。こう

した状況から当社グループには継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しております。

当社グループは、当該状況を解消するため、平

成23年３月から原着紡績設備を本格稼働させ高付

加価値糸へのシフト化に取り組むとともに、既存

商品の受注単価見直し、高機能繊維の開発、徹底

したコスト削減に注力し、業績回復に努めており

ます。

しかしながら、これらの対応策は実施途上であ

り、現時点では継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められます。

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作

成されており、上記のような重要な不確実性の影

響を連結財務諸表には反映しておりません。

北日本紡績㈱（3409）平成23年3月期決算短信

－14－



 
  

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数       ２社 

連結子会社名 

 ㈱リック・コーポレーション 

 キタボー興産㈱

 同左

２ 持分法の適用に関する事

項

(イ)持分法適用の関連会社数 １社

会社名

承徳帝賢北日本紡績有限公司

 同左

(ロ)持分法適用会社の承徳帝賢北日本

紡績有限公司は、決算日が連結決

算日と異なるため、事業年度に係

る財務諸表を使用しております。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社２社とも連結決算日と一

致しております。

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…決算期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は主として移動平均法によ

り算定)によっております。

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

…移動平均法による原価法によ

っております。

時価のないもの

同左

② たな卸資産

…製品、原材料及び仕掛品は月

次総平均法、貯蔵品は移動平均

法に基づく原価法（貸借対照表

額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）により

算定しております。

② たな卸資産

同左
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前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

当社松任工場は定額法、その他は

定率法を採用しており、連結子会社

は定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

 

建物及び構築物 ８～60年

機械装置及び運搬具 ５～10年
 

建物及び構築物 ３～45年

機械装置及び運搬具 ４～10年

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づいております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

同左

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

 なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース開始

日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

同左
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前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(ハ)重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

期末現在の売掛債権その他の債

権額等に対し、債権内容その他相

手先の財政状態により、合理的に

見積もった額を計上しておりま

す。 

 なお、この方法により算出した

貸倒引当金はありませんので、計

上しておりません。

(ハ)重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

従業員賞与の支出に充てるた

め、支給見込額により計上してお

ります。

② 賞与引当金

同左

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度における退職

給付債務の見込額を計上しており

ます。 

 なお、連結子会社の㈱リック・

コーポレーションについては、退

職金制度がないため、退職給付引

当金はありません。

③ 退職給付引当金

同左

④ 役員退職慰労引当金

役員の退職金の支出に備えるた

め、内規に基づく基準相当額を計

上しております。なお、平成14年

度より繰入は凍結しております。

④ 役員退職慰労引当金

同左

(ニ)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

① 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜き方

式によっております。

(ニ)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

① 消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

同左

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれん及び負ののれんの償却につい

ては、重要性が乏しいため、発生時に

一括償却しております。

同左

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左

北日本紡績㈱（3409）平成23年3月期決算短信

－17－



 
  

 
  

 
  

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

 会計方針の変更

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

───────── (資産除去債務に関する会計基準等)

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を適用して

おります。

これによる当連結会計年度の損益に与える影響はあり

ません。

 表示方法の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

（連結損益計算書関係） 

 前連結会計年度において、営業外費用「その他」に含

めて表示しておりました「支払補償費」は、営業外費用

の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲

記しております。なお、前連結会計年度の営業外費用の

「その他」に含まれる「支払補償費」は、41千円であり

ます。

――――――

―――――― （連結損益計算書関係） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

21年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主

損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。

追加情報

前連結会計年度
（自 平成21年４月１日

  至 平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日）

―――――――― （追加情報）

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は、「評価・換算差額金等」及び「評価・換算差

額金等合計」の金額を記載しております。

北日本紡績㈱（3409）平成23年3月期決算短信

－18－



  

 
  

（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日)

 

※１ 有形固定資産及び有価証券の担保提供の状況

担保差入資産
金額 

(千円)

担保付債務 

(千円)

投資有価証券 147,840 １年以内に返済 

する長期借入金

建物 649,646 54,540

長期借入金

土地 769,422 95,116

短期借入金

543,000

計 1,566,909 692,656
 

※１ 有形固定資産及び有価証券の担保提供の状況

担保差入資産
金額 

(千円)

担保付債務 

(千円)

投資有価証券 174,720 １年以内に返済 

する長期借入金

建物 621,932 54,540

長期借入金

土地 769,422 40,576

短期借入金

543,000

計 1,566,074 638,116

※２ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき事業用の土地の再評価を行い、

土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

※２ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき事業用の土地の再評価を行い、

土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

・再評価の方法

…土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第３号に定める地方税

法第341条第10号の土地課税台帳に登録されている

価額及び地方税法第16条に規定する地価税の課税価

格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために

国税庁長官が定めて公布した方法により算定した価

額に合理的な調整を行って算出しております。

・再評価の方法

…土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第３号に定める地方税

法第341条第10号の土地課税台帳に登録されている

価額及び地方税法第16条に規定する地価税の課税価

格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために

国税庁長官が定めて公布した方法により算定した価

額に合理的な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日    …平成12年３月31日 ・再評価を行った年月日    …平成12年３月31日

・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価

 後の帳簿価額との差額      …△181,210千円

・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価

 後の帳簿価額との差額      …△200,841千円
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※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

 親会社株主に係る包括利益     78,322千円     

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

 その他の有価証券評価差額金    17,392千円 

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

20,362千円

※２        ――――――

※３        ――――――

 

 

 

 

 

 

※１ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

20,139千円

※２ 固定資産売却益は、能登工場の紡績機械及び松任

工場の仮撚機械の売却によるものであり、内訳は

次のとおりであります。

  機械装置（能登工場） 9,400千円

  機械装置（松任工場） 3,900千円

      計 13,300千円

※３ 固定資産処分損は、能登工場 及び鳥越工場の取

壊しによるものであり、内訳は次のとおりであり

ます。

  建物及び構築物（能登工場） 69,932千円

  建物及び構築物（鳥越工場） 46,058千円

      計 115,991千円

(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)
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 (注)普通株式の自己株式の株式数の増加 646株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

    該当事項はありません。 

    該当事項はありません。 

  

 
 (注)普通株式の自己株式の株式数の増加1,968株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

    該当事項はありません。 

    該当事項はありません。 

  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末 当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度末

株式数(千株) 増加株式数(千株) 減少株式数(千株) 株式数(千株)

発行済株式

普通株式 12,911 ― ― 12,911

合計 12,911 ― ― 12,911

自己株式

普通株式(注) 552 0 ― 552

合計 552 0 ― 552

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

３ 配当に関する事項 

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末 当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度末

株式数(千株) 増加株式数(千株) 減少株式数(千株) 株式数(千株)

発行済株式

普通株式 12,911 ― ― 12,911

合計 12,911 ― ― 12,911

自己株式

普通株式(注) 552 1 ― 554

合計 552 1 ― 554

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

３ 配当に関する事項 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年３月31日現在)

現金及び預金勘定 117,723千円

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金
―

現金及び現金同等物 117,723

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成23年３月31日現在)

現金及び預金勘定 136,343千円

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金
―

現金及び現金同等物 136,343
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(注) 非上場株式(連結貸借対照表計上額25,494千円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 
２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
  

(有価証券関係)

Ⅰ 前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成22年３月31日)

種類
連結貸借対照表 

計上額(千円)

取得原価 

(千円)

差額 

 (千円)

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 151,786 117,415 34,371

(2) 債券 ― ― ―

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 151,786 117,415 34,371

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式 111,243 158,206 △46,962

(2) 債券 ― ― ―

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 111,243 158,206 △46,962

合計 263,030 275,621 △12,591

種類 売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

(1) 株式 75,661 49,591 ―

(2) 債券 ― ― ―

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 75,661 49,591 ―
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 Ⅱ 当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
(注) 非上場株式(連結貸借対照表計上額25,494千円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 
  

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成23年３月31日)

種類
連結貸借対照表
計上額(千円)

取得原価
(千円)

差額
 (千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 165,950 117,415 48,535

(2) 債券 ― ― ―

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 165,950 117,415 48,535

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 128,500 158,206 △29,706

(2) 債券 ― ― ―

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 128,500 158,206 △29,706

合計 294,450 275,621 18,828

北日本紡績㈱（3409）平成23年3月期決算短信

－23－



製品の種類、性質、製造方法、販売市場等が類似しているために単一セグメントとし、事業の種類

別セグメント情報の記載を省略しております。 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありませ

ん。 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

Ⅰ  前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日) 

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離した財務情報が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。 

 当社は、石川県白山市にのみ生産工場を置き、その工場の生産設備から紡績糸を製造し、国内に販

売しております。 

 したがいまして、生産設備、資産を区分することは適切でないため、「紡績事業」という単一の報

告セグメントとしております。 

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 当社は、単一セグメントのため記載を省略しております。 

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 当社は、単一セグメントのため記載を省略しております。 

４  報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事

項) 

 該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等)

(事業の種類別セグメント情報)

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

(所在地別セグメント情報)

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

(海外売上高)

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

(セグメント情報)
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Ⅱ  当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離した財務情報が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。 

 当社は、石川県白山市にのみ生産工場を置き、その工場の生産設備から紡績糸を製造し、国内に販

売しております。 

 したがいまして、生産設備、資産を区分することは適切でないため、「紡績事業」という単一の報

告セグメントとしております。 

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 当社は、単一セグメントのため記載を省略しております。 

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 当社は、単一セグメントのため記載を省略しております。 

４  報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事

項) 

 該当事項はありません。 

  

(追加情報） 

 当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 
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(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しませんので記載しておりません。

２ 算定上の基礎 

 (1) １株当たり純資産額 

 
  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 （持分法適用会社の清算） 

当社は、平成23年５月13日開催の取締役会において、当社の持分法適用会社である承徳帝賢北日本

紡績有限公司を清算することを決議いたしました。 

承徳帝賢北日本紡績有限公司は、平成16年８月より活動を休止しており、今後も活動の見込がない

ため清算することといたしました。なお、当社の損益に与える影響はありません。 

  

 （開示の省略） 

リース取引、金融商品、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等、税効果会計、企業

結合等、資産除去債務、賃貸等不動産、関連当事者情報に関する注記事項については、決算短信におけ

る開示の必要性が大きくないと考えるため、開示を省略しております。 

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 94円 96銭 １株当たり純資産額 89円 94銭

１株当たり当期純損失金額 7円 74銭 １株当たり当期純損失金額 6円 96銭

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,173,485 1,111,304

普通株式に係る期末純資産額(千円) 1,173,485 1,111,304

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株)

12,358 12,357

(2) １株当たり当期純損失金額

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日  
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日  
至 平成23年３月31日)

当期純損失(千円) 95,714 86,010

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(千円) 95,714 86,010

普通株式の期中平均株式数(千株) 12,358 12,357

(重要な後発事象)
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 116,382 134,498

売掛金 80,480 50,740

製品 1,423 3,569

仕掛品 2,470 8,820

原材料 772 7,705

貯蔵品 2,484 1,581

原材料等保証金 450 －

前払費用 1,547 1,581

未収入金 3,445 686

未収消費税等 4,067 －

その他 932 297

流動資産合計 214,457 209,482

固定資産

有形固定資産

建物 1,668,250 1,085,410

減価償却累計額 △917,476 △434,614

建物（純額） 750,773 650,796

構築物 41,338 36,607

減価償却累計額 △39,770 △35,398

構築物（純額） 1,567 1,209

機械及び装置 2,524,205 1,451,802

減価償却累計額 △2,375,935 △1,331,864

機械及び装置（純額） 148,269 119,937

車両運搬具 6,776 3,657

減価償却累計額 △6,153 △3,460

車両運搬具（純額） 623 196

工具、器具及び備品 92,517 45,618

減価償却累計額 △89,204 △43,259

工具、器具及び備品（純額） 3,312 2,359

土地 848,457 848,457

リース資産 1,841 1,841

減価償却累計額 △245 △613

リース資産（純額） 1,595 1,227

有形固定資産合計 1,754,599 1,624,183

無形固定資産

ソフトウエア 1,693 1,132

リース資産 1,784 1,372

電話加入権 757 757

無形固定資産合計 4,235 3,263
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 288,524 319,945

関係会社長期貸付金 309,325 322,173

敷金及び保証金 10,572 10,572

長期前払費用 2,429 1,521

貸倒引当金 △255,894 △308,339

投資その他の資産合計 354,958 345,873

固定資産合計 2,113,793 1,973,320

資産合計 2,328,250 2,182,803

負債の部

流動負債

支払手形 8,170 4,124

買掛金 17,743 27,862

短期借入金 543,000 543,000

1年内返済予定の長期借入金 54,540 54,540

リース債務 819 819

未払金 20,083 18,528

未払費用 832 1,100

未払法人税等 1,011 907

未払消費税等 － 4,309

預り金 290 231

賞与引当金 223 912

設備関係支払手形 － 619

その他 93 －

流動負債合計 646,808 656,955

固定負債

長期借入金 95,116 40,576

リース債務 2,730 1,911

繰延税金負債 96,922 59,744

再評価に係る繰延税金負債 287,194 287,194

退職給付引当金 990 1,090

役員退職慰労引当金 10,439 10,439

固定負債合計 493,391 400,955

負債合計 1,140,200 1,057,910
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 714,000 714,000

資本剰余金

資本準備金 1,257 1,257

資本剰余金合計 1,257 1,257

利益剰余金

利益準備金 178,500 178,500

その他利益剰余金

従業員保護資金 13,000 13,000

配当引当積立金 10,000 10,000

固定資産圧縮積立金 145,381 78,319

繰越利益剰余金 △221,395 △241,321

利益剰余金合計 125,486 38,498

自己株式 △52,026 △52,085

株主資本合計 788,716 701,670

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △12,591 11,297

土地再評価差額金 411,924 411,924

評価・換算差額等合計 399,333 423,222

純資産合計 1,188,050 1,124,892

負債純資産合計 2,328,250 2,182,803
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（２）損益計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 614,076 474,353

売上原価

製品期首たな卸高 35,462 1,423

当期製品製造原価 559,265 359,568

合計 594,728 360,992

製品期末たな卸高 1,423 3,569

売上原価合計 593,305 357,422

売上総利益 20,770 116,931

販売費及び一般管理費

運送費及び保管費 16,936 13,735

役員報酬 18,869 12,920

給料及び手当 10,739 11,613

固定資産税 872 823

減価償却費 5,042 5,325

外注費 37,980 24,298

旅費及び交通費 3,108 1,972

その他 42,985 51,543

販売費及び一般管理費合計 136,535 122,233

営業損失（△） △115,764 △5,302

営業外収益

受取利息 3,447 4,553

受取配当金 4,656 4,197

不動産賃貸料 4,482 3,302

その他 6,601 4,294

営業外収益合計 19,187 16,347

営業外費用

支払利息 20,298 19,245

減価償却費 1,669 4,901

支払補償費 9,415 858

貸倒引当金繰入額 39,334 52,445

その他 8,379 8,361

営業外費用合計 79,098 85,813

経常損失（△） △175,675 △74,767

特別利益

役員退職慰労引当金戻入額 249 －

投資有価証券売却益 49,591 －

固定資産売却益 － 13,300

特別利益合計 49,841 13,300

特別損失

固定資産処分損 － 69,932

特別損失合計 － 69,932

税引前当期純損失（△） △125,833 △131,400

法人税、住民税及び事業税 296 296

法人税等調整額 △5,651 △44,708

法人税等合計 △5,354 △44,412

当期純損失（△） △120,479 △86,987
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(注) ※１ 主な内訳は次のとおりであります。 

 
  

(原価計算の方法) 

等級別総合原価計算の方法によっております。 

製造原価明細書

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 原材料費 65,667 11.9 29,843 8.2

Ⅱ 労務費 7,451 1.3 10,391 2.8

Ⅲ 経費 ※１ 480,218 86.8 325,683 89.0

  当期総製造費用 553,337 100.00 365,918 100.00

  仕掛品期首棚卸高 8,399 2,470

合計 561,736 368,389

  仕掛品期末棚卸高 2,470 8,820

  当期製品製造原価 559,265 359,568

  

項目
前事業年度(千円)

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度(千円)
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

外注加工費 18,236 4,916

支払電力料 84,056 61,570

減価償却費 65,551 58,422

外注委託費 226,369 133,255

消耗品費 28,300 20,558
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 714,000 714,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 714,000 714,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,257 1,257

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,257 1,257

資本剰余金合計

前期末残高 1,257 1,257

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,257 1,257

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 178,500 178,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 178,500 178,500

その他利益剰余金

従業員保護資金

前期末残高 13,000 13,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

等期末残高 13,000 13,000

配当引当積立金

前期末残高 10,000 10,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,000 10,000

固定資産圧縮積立金

前期末残高 153,858 145,381

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △8,476 △67,061

当期変動額合計 △8,476 △67,061

当期末残高 145,381 78,319

繰越利益剰余金

前期末残高 △109,393 △221,395

当期変動額

当期純損失（△） △120,479 △86,987

固定資産圧縮積立金の取崩 8,476 67,061

当期変動額合計 △112,002 △19,925

当期末残高 △221,395 △241,321
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 245,965 125,486

当期変動額

当期純損失（△） △120,479 △86,987

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

当期変動額合計 △120,479 △86,987

当期末残高 125,486 38,498

自己株式

前期末残高 △52,004 △52,026

当期変動額

自己株式の取得 △22 △58

当期変動額合計 △22 △58

当期末残高 △52,026 △52,085

株主資本合計

前期末残高 909,218 788,716

当期変動額

当期純損失（△） △120,479 △86,987

自己株式の取得 △22 △58

当期変動額合計 △120,501 △87,046

当期末残高 788,716 701,670

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △29,983 △12,591

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 17,392 23,888

当期変動額合計 17,392 23,888

当期末残高 △12,591 11,297

土地再評価差額金

前期末残高 411,924 411,924

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 411,924 411,924

評価・換算差額等合計

前期末残高 381,940 399,333

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 17,392 23,888

当期変動額合計 17,392 23,888

当期末残高 399,333 423,222

純資産合計

前期末残高 1,291,159 1,188,050

当期変動額

当期純損失（△） △120,479 △86,987

自己株式の取得 △22 △58

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 17,392 23,888

当期変動額合計 △103,109 △63,157

当期末残高 1,188,050 1,124,892
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 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当社は継続的に営業損失を計上し、当事業年度

においても115,764千円の営業損失を計上してお

ります。こうした状況から当社には継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在しております。

当社は、当該状況を解消するため、平成22年１

月に希望退職者の募集を実施するとともに不採算

品種の選別受注に取り組み、効率的な生産方式の

構築を図っております。更に、受注単価の見直し

と高機能繊維の開発に注力し、業績回復を図って

まいります。

しかしながら、これらの対応策は実施途上であ

り、現時点では継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められます。

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、上記のような重要な不確実性の影響を

財務諸表には反映しておりません。

当社は継続的に営業損失を計上し、当事業年度

においては、生産体制の見直しに伴う設備移設費

を10,145千円計上したこともあり、5,302千円の

営業損失を計上しております。こうした状況から

当社には継続企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。

当社は、当該状況を解消するため、平成23年３

月から原着紡績設備を本格稼働させ高付加価値糸

へのシフト化に取り組むとともに、既存商品の受

注単価見直し、高機能繊維の開発、徹底したコス

ト削減に注力し、業績回復に努めております。

しかしながら、これらの対応策は実施途上であ

り、現時点では継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められます。

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、上記のような重要な不確実性の影響を

財務諸表には反映しておりません。

６．その他

（１）役員の異動

（２）その他
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